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ま え が き 

 

 

 平川市の財政事情を公表します。 

平成２１年度普通会計決算並びに平成２２年度前期（平成２２年４月から平成 

２２年９月まで）の予算執行状況等について、そのあらましをお知らせします。 

 この公表を通じ、市民の皆様におかれましては、市の財政運営の実態をご理解 

いただき、市政発展のために一層のご協力をお願いいたします。 

 

 

 

                  平 成 ２２ 年 １１ 月 

 

                  平 川 市 長   大 川 喜 代 治 
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第１章 平成２１年度普通会計の決算について 

 

１．決算収支の概況 

   平成２１年度の普通会計決算は、歳入が16,585,508千円、歳出が16,075,413千円、歳入歳

出差引額は510,095千円で、このうち翌年度に繰り越すべき財源が253,651千円、実質収支は 

256,444千円の黒字になりました。 

普通会計とは、各地方公共団体間の財政比較を可能にするために設けられた会計区分のこ

とで、地方財政統計に用いられるものです。 

当市の場合、一般会計に学校給食センター特別会計、尾上地区住宅団地温泉事業特別会計

及び簡易水道特別会計のうち小規模水道分を加えたものが普通会計として区分されます。 

 

（第１表）決算収支の状況 

 

２．決算の背景 

（１）国の予算 

平成２１年度の国の予算は、100年に一度と言われる世界的な経済金融危機の中、当面は景

気対策との観点から、国民生活と日本経済を守るために必要な施策については、財源を確保

した上で確実に実施するなどといった方針のもと、一般会計で88兆5,480億円（前年度83兆6

13億円）の規模でスタートしました。その後、１次補正において経済危機対策関係経費の追

加等を行い、政権交代後の２次補正では１次補正予算の執行の見直しによる執行停止額の減

額、明日の安心と成長のための緊急経済対策費の追加などが行われ、補正後で102兆5,582億

円（前年度88兆9,112億円）となりました。 

 

（２）地方財政計画 

平成２１年度における地方財政は、景気後退に伴い地方税収入や地方交付税の原資となる

国税収入の伸びが鈍化する中で、社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準で推移するこ

と等により、財源不足が大幅に拡大することと見込まれました。 

このため、給与関係経費の抑制や地方単独事業費の抑制を図る一方、厳しい財政運営を強

いられている地方の切実な声や「生活防衛のための緊急対策」を踏まえ、雇用創出等のため

地方交付税を１兆円増額することにしました。その結果、地方財政計画の歳入歳出規模を82

兆5,557億円（前年度83兆4,014億円）としました。 

 

(単位：千円）

歳入総額 歳出総額
差　引
(A)-(B)

翌年度に繰り越す
べき財源

実質収支
 (C)-(D)

(A) (B)  (C) (D) (E)

21 16,585,508 16,075,413 510,095 253,651 256,444

20 15,973,734 15,624,521 349,213 220,086 129,127

年度

（第１表） 決算収支の状況（普通会計）
(単位：千円）

歳入総額 歳出総額
差　引
(A)-(B)

翌年度に繰り越すべ

き財源

実質収支
 (C)-(D)

(A) (B)  (C) (D) (E)

19 15,974,912 15,847,209 127,703 127,703

18 16,466,650 16,196,612 270,038 24,069 245,969

年度
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３．歳 入 

平成２１年度の歳入総額は16,585,508千円で、前年度（15,973,734千円）に比べると611,

774千円の増となりました。 

歳入の主な内容を金額の大きい順にみると、地方交付税が8,134,197千円（構成比49.0％）、

市税が2,328,547千円（構成比14.0％）、国庫支出金が2,220,998千円（構成比13.4％）、県

支出金が1,055,367千円（構成比6.4％）となっています。（第２表） 

 

（第２表）歳入の決算状況 

 

また、歳入は、大きく「自主財源」と「依存財源」に分けることができますが、市税や分担

金及び負担金、使用料及び手数料など市が自主的に収入することができる自主財源は3,517,77

7千円と歳入全体の21.2％となっています。一方、地方交付税や国・県支出金、市債などの依存

財源は13,067,731千円と歳入全体の78.8％を占めています。（第３表） 
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（第３表）自主財源と依存財源の状況 

（１）市 税  

市税は総額2,328,547千円で、前年度に比べると141,593千円（5.7％）の減となりました。 

税目別にみると、市民税が905,620千円、固定資産税1,163,676千円、軽自動車税77,132千

円、市たばこ税178,232千円、入湯税3,887千円となっています。 

長引く景気の低迷等を背景に、市民税が109,902千円（10.8％）の減、固定資産税は22,20

9千円（1.9％）の減など、ほぼ全ての税目が前年と比較して減となっています。（第４表） 

 

（第４表）市税の状況 
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（２）地方交付税 

地方交付税は、8,134,197千円と前年度に比べると60,154千円(0.7％)の減となりました。 

そのうち、普通交付税においては、地域雇用創出推進費の創設、保健衛生費や高齢者社会

福祉費などで増額算入された項目があった一方、農業行政費、生活保護費など、多くの項目

において減額算入となりました。 (第２表）  

 

（３）国庫支出金  

国庫支出金は、2,220,998千円と前年度に比べると311,342千円 (16.3％)増となりました。 

増加の主な要因は、地域活性化・経済危機対策臨時交付金（274,072千円）をはじめとする地

域活性化・各交付金660,090千円や子育て応援特別手当交付金16,742千円が交付されたことが

あげられます。 

そのほかに交付されたものとしては、生活保護費国庫負担金485,284千円、保育所運営費国

庫負担金356,008千円、介護・訓練等給付費国庫負担金206,526千円などがあります。(第２表） 

 

（４）県支出金    

県支出金は、1,055,367千円と前年度に比べると65,158千円（6.6％)増となりました。 

交付された主なものとしては、保育所運営費県負担金178,004千円、国民健康保険基盤安定

費県負担金108,020千円、市町村合併支援特別交付金80,000千円、中山間地域直接支払交付金

103,175千円などがあります。(第２表） 

 

（５）市債 

市債は、合併振興基金（190,000千円）、消防自動車購入事業（28,000千円）、道路橋りょ

う整備事業(33,500千円)、大坊小学校体育館耐震補強改修事業（9,400千円）、臨時財政対策

債（704,801千円）が主で、総額976,401千円の借入をしました。前年度に比べると151,092

千円（18.3％）増となっています。(第２表) 

 

（６）その他   

その他では、地方譲与税が252,657千円、地方消費税交付金が296,250千円、ふるさと納

税4,368千円を含む寄附金が5,151千円、諸収入が383,144千円となっています。(第２表) 

 

４．歳 出  

平成２１年度の歳出総額は16,075,413千円で前年度に比べると450,892千円(2.9％)増とな

りました。 

（１）目的別歳出 

歳出決算を目的別にみると、民生費が4,602,532千円で最も大きな割合（構成比28.6％）を

占め、以下、公債費3,077,159千円(構成比19.1％）、総務費2,307,029千円(構成比14.4％)、

土木費1,496,813千円（構成比9.3％)、教育費1,434,484千円(構成比8.9％)、衛生費1,036,6

66千円(構成比6.5％)、農林水産業費849,372千円(構成比5.3％）となっています。労働費が
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前年に比べて62,162千円（715.7％）増となっていますが、県緊急雇用創出事業、県ふるさと

雇用再生特別交付金事業56,103千円や市の単独事業である緊急雇用奨励金事業、雇用調整助

成金事業3,658千円などによるものです。（第５表） 

 

（第５表）目的別歳出の決算状況 

 

（２）性質別歳出 

歳出決算を性質別にみると、人件費、扶助費、公債費の義務的経費が9,149,109千円（構成

比56.9％） 、その他の経費が5,722,147千円（構成比35.6％）、普通建設事業費などの投資

的経費が1,204,157千円（構成比7.5％）となっています。 義務的経費では、人件費が58,865

千円（1.8％）増、生活保護費、介護・訓練等給付費などの扶助費が115,686千円（4.5％）増、

借金の返済金にあたる公債費が銀行等縁故資金・公的資金繰上償還により64,863千円（2.2％）

増となりました。 

その他の経費では、繰出金が土地開発基金繰出金、診療所特別会計繰出金の減により、167,

491千円（12.1％）の減、補助費等は定額給付金事業などの減により116,778千円（5.7％）減

となりました。投資及び出資金・貸付金は、特別保証制度貸付金が増となったものの、下水

道事業会計への出資金の減などにより102,329千円（15.7％）減となり、積立金は市債管理基

金積立金の増により159,162千円（48.2％）増となりました。 

投資的経費では、道路新設改良事業133,354千円、側溝整備工事112,120千円、農産物直売

所増築事業補助金48,830千円、高品質りんご安定出荷体制強化事業補助金37,500千円、小中

学校学習支援システム構築事業31,880千円、学校情報通信技術環境整備事業20,421千円、小

規模福祉施設スプリンクラー整備事業補助金20,433千円などの普通建設事業が実施されまし

た。普通建設事業は、前年度に比べると358,864千円（43.0％）の増となっています。（第６

表） 
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（第６表）性質別歳出の決算状況 

 

（３）公営企業等への繰出 

公営企業等への繰出は、全体で2,313,419千円と前年度に比べると56,155千円(2.4％)減と

なりました。 

特に下水道事業会計は、一般会計からの繰出基準の見直しに伴い、44,968千円（4.6％）の

減となりました。 

その他の事業会計では、後期高齢者医療特別会計の負担金等が406,140千円、国民健康保険

特別会計260,199千円、介護保険特別会計413,958千円、簡易水道特別会計11,377千円、診療

所特別会計138,001千円などとなっています。（第７表） 
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（第７表）公営企業等への繰出状況 

 

５．健全化判断比率の状況 

 健全化判断比率の状況をみると、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は黒字のため該当せず、

実質公債費比率が18.1％（前年度19.9％）、将来負担比率が106.8％（前年度135.2％）となり

ました。また、財政運営の柔軟性を示す経常収支比率においては88.6％（前年度91.5％）とな

り、昨年度に比べるといずれの指標も改善されているという結果となりました。（第８表） 
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(第８表)健全化判断比率の状況 

 

６. 将来に渡る財政負担 

（１）市債現在高 

 平成２１年度末における普通会計の市債現在高は18,805,369千円で、前年度末に比べると

1,766,458千円（8.6％）減となっています。これは、財政構造の悪化要因となっている公債

費負担の適正化を図るため、新規発行債の抑制、銀行等縁故資金及び公的資金の繰上償還を

実施したことがあげられます。 

 市債現在高の状況を事業区分別にみると、一般単独事業債が8,224,640千円で最も大きな割

合(構成比43.7％)を占め、以下、臨時財政対策債4,980,477千円（構成比26.5％）、教育・福

祉施設等整備事業債1,883,922千円(構成比10.0％)、過疎対策事業債955,886千円（構成比5.

1％）、財源対策債558,126千円(構成比3.0％)、一般公共事業債476,364千円(構成比2.5％) 

等となっています。 (第９表)  
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（第９表）市債現在高の状況 

 

（２）債務負担行為額 

債務負担行為に基づく平成２２年度以降の支出予定額は475,253千円となっています。 

支出予定の主な内容は、国営浅瀬石川土地改良事業負担金（70,800千円）、農業関係の各

種利子補給（52,848千円）、商工関係の利子助成（13,896千円）などとなっています。 

 

（３）積立金現在高 

積立金の現在高は平成２１年度末で5,412,292千円と、前年度末と比べると461,331千円の

増となっています。 

これは、市債管理基金に278,535千円、合併振興基金に200,000千円積み立てしたことなど

によります。(第１０表) 

 

（第１０表）積立金の状況 
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７．むすび   

  当市の財政は、自主財源に乏しく、歳入の多くを地方交付税に依存した状態が依然として

続いています。現在、地方交付税については、合併市町村が財政的に不利にならないように

特例措置が講じられています。この特例措置は、市町村合併による行政経費削減の効果が現

れるのにはある程度の期間が必要なことから、合併後１５年間は、新市の状態で算定した地

方交付税が、合併前の町村がそれぞれ別々に存在するものとみなして算定した額の合算額を

下回らないように算定するものです。（これを「合併算定替」といいます。） 

  当市の場合、この合併算定替の影響額は約１０億円と試算されています。つまり、合併算

定替が終了する平成３３年度以降においては、地方交付税が今よりも約１０億円尐なくなる

というものです。 

  したがって、今後においては、合併算定替終了後を視野に入れた行財政運営に取り組むこ

とが重要となります。そのため、歳入面では市税をはじめとした自主財源の確保に最大限努

力を傾注するとともに、市債の借入を抑制しながらプライマリーバランスの黒字化を継続す

ることとし、歳出面では徹底した行財政改革を断行するなどして持続可能な健全財政を目指

すことが急務となっています。 
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第２章 特別会計の決算について 

 

 平成２１年度の特別会計決算は、次のとおりとなっています。 

 

（第１１表）平成２１年度 特別会計決算の状況 

 

当市には公営企業会計を除いて８個の特別会計があり、普通会計として区分される学校給

食センター特別会計と尾上地区住宅団地温泉事業特別会計などを除いた特別会計の決算は、

合計で歳入が7,951,406千円、歳出が7,845,653千円で差引105,753千円の黒字という結果とな

りました。（第１１表） 

 また、公営企業会計及び特別会計の市債現在高は、平成２１年度末で13,104,211千円とな

っています。（第１２表） 

 

（第１２表）特別会計の市債残高の状況 
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第３章 平成２２年度前期の財政状況について 

 

１．一般会計予算 

 （１）補正予算の概要 

平成２２年度一般会計予算は、歳入歳出それぞれ15,460,000千円でスタートしました。 

今期においては、２回で総額712,172千円の補正を行ったことから、前期末での予算総額は

162,172,172千円となりました。 

 

（第１３表）一般会計歳入予算の状況 
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（第１４表）一般会計歳出予算の状況 

 

（第１５表）一般会計歳出予算（性質別）の状況 
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①一般会計補正予算（第１号） 

平成２２年度一般会計補正予算（第１号）は、歳入歳出それぞれ69,978千円を追加し、補

正後の予算総額は15,529,978千円となりました。補正の内容は次のとおりです。 

 

１．歳入の主なもの 

○国庫支出金 450千円 

 ・教育費国庫支出金 450千円（学力向上実践研究事業450千円） 

○県支出金 60,028千円 

 ・農林水産業費県補助金 60,028千円（担い手育成・確保対策整備交付金55,576千円、 

  「冬の農業」省エネ施設等整備事業3,525千円、農業委員会費1,018千円、新需給調 

整円滑化推進事業補助金△1,005千円ほか） 

○諸収入 9,500千円 

 ・雑入 9,500千円（移住・交流推進支援事業補助金2,000千円、東北新幹線全線開業 

  効果活用支援事業助成金5,000千円、自治総合センター助成金2,500千円） 

２．歳出の主なもの 

○総務費 2,373千円 

 ・一般管理費 250千円（合併検証委員会委員報償費250千円） 

 ・企画費 2,000千円（移住・交流推進支援事業補助金2,000千円） 

 ・戸籍住民基本台帳費 123千円（公的個人認証機器保守委託料123千円） 

○農林水産業費 59,438千円 

 ・農業総務費 82千円（農業経営支援対策資金利子補給費補助金） 

 ・農業振興費 59,356千円（担い手育成・確保対策整備交付金55,576千円、「冬の農業」 

省エネ施設等整備事業3,525千円、新需給調整円滑化推進事業補助金△1,005千円ほか） 

○商工費 1,981千円 

 ・観光費 1,981千円（東北新幹線全線開業効果活用支援事業1,493千円、蓮の花まつり 

  補助金473千円ほか） 

○教育費 2,950千円 

 ・指導費 450千円（学力向上実践研究事業450千円） 

 ・公民館費 2,500千円（コミュニティ助成金2,500千円） 
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②一般会計補正予算（第２号） 

平成２２年度一般会計補正予算（第２号）は、歳入歳出それぞれ642,194千円を追加し、補

正後の予算総額は16,172,172千円となりました。補正の内容は次のとおりです 

 

１．歳入の主なもの 

○地方特例交付金 10,506千円 

○地方交付税 516,947千円 

・普通交付税 516,947千円 

○国庫支出金 2,582千円 

 ・民生費国庫負担金 △7,222千円（小学校終了前特例給付△7,222千円） 

 ・総務費国庫補助金 5,193千円（辺地共聴施設整備事業5,193千円） 

 ・民生費国庫補助金 2,966千円（生活保護適正実施推進事業費3,574千円、次世代 

育成支援対策交付金△675千円ほか） 

 ・民生費国庫委託料金 1,645千円（子ども手当事務取扱交付金1,645千円） 

○県支出金 △7,856千円 

 ・民生費県負担金 △7,222千円（小学校終了前特例給付△7,222千円） 

 ・民生費県補助金 906千円（特定保育事業900千円ほか） 

 ・労働費県補助金 1,135千円（緊急雇用創出事業費1,135千円） 

 ・農林水産業費県補助金 △5,147千円（野菜等生産力強化対策事業△5,594千円、 

「冬の農業」省エネ施設等整備事業447千円） 

 ・農林水産業費委託金 2,094千円（一般農道整備事業2,094千円） 

○財産収入 10,128千円 

 ・利子及び配当金 344千円（土地開発基金利子344千円） 

 ・不動産売払収入 9,784千円（不動産売払9,784千円） 

○諸収入 25,188千円 

 ・雑入 25,188千円（県道整備事業に伴う補償費24,345千円ほか） 

○市債 84,500千円 

 ・消防債 4,500千円（防火水槽整備事業4,500千円） 

 ・臨時財政対策債 80,000千円 

２．歳出の主なもの 

○総務費 44,485千円 

 ・碇ヶ関総合支所費 △16,306千円（辺地共聴施設整備事業補助金7,054千円） 

○民生費 △8,966千円 

 ・児童措置費 △21,665千円（小学校修了前特例給付△21,665千円） 

 ・生活保護総務費 4,384千円（電算システム構築委託料4,173千円ほか） 
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○衛生費 △5,281千円 

 ・予防費 2,446千円（日本脳炎予防接種委託料2,446千円） 

○農林水産業費 2,247千円 

 ・農業振興費 △528千円（食育推進事業3,150千円、野菜等生産力強化対策事業 

  △5,594千円ほか 

 ・農地費 1,810千円（県営農道整備事業1,717千円ほか） 

○商工費 791千円 

 ・観光費 2,628千円（東北新幹線新青森駅開業記念「ひらかわねぷたまつり“冬 

  の陣”開催3,628千円ほか） 

○消防費 13,454千円 

 ・非常備消防費 6,114千円（防火水槽設置工事6,114千円） 

○教育費 △10,858千円 

 ・事務局費 208千円（小国小中学校閉校式1,000千円） 

 ・小学校管理費 9,272千円（金田小学校立木・工作物撤去工事8,950千円ほか） 

 ・公民館費 3,985千円（本町コミュニティセンター改修工事1,715千円、大光寺 

  コミュニティセンター改修工事362千円ほか） 

○公債費 601,801千円 

 ・長期債元金（通常償還） 40,356千円 

 ・長期債元金（繰上償還） 573,491千円 

 ・公債費利子 △12,046千円 
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（２）収入支出の状況 

   収入については、市税の納期日、地方交付税の交付月の関係から、４月、６月、９月が

特に多くなっています。 

また、支出については、公債費の定時償還月の関係から、９月が特に多くなっています。 

 

（３）市税の収納状況 

市税の予算総額は2,227,870千円ですが、平成２２年９月末までの収入済額は1,415,044

千円で調定済額2,384,645千円に対する収納率は59.3％となっています。 (第１６表)  

 

（第１６表）市税の収納状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．市債及び一時借入金の状況 

（１）市債 

    市債は、一般会計歳入予算において706,200千円の新たな借入を見込む一方で、歳出予算

にこれまで借入した分の元金返済を3,006,546千円予定していることから、当該年度末では

16,325,046千円（一般会計）の現在高を見込んでいます。 
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第１図 一般会計月別収支の状況



 20 

（２）一時借入金 

   一時借入金は、予算に計上された経費の支出にあたって、歳計現金に不足をきたす場合

にあらかじめ議会の議決を得た最高限度額（一般会計２０億円、国民健康保険特別会計４

億円、介護保険特別会計３億円）の範囲で一時的に借入するものです。 

今期においては、一時借入を行っておりませんが、借入する場合は、一時的に基金を繰

り替えて運用しています。 

 

３．市有財産の現在高 

今期における市有財産の主な状況は、次のとおりとなっています。（第１７表） 

 

（第１７表）市有財産現在高の状況（平成２２年４月～９月） 

 

４．特別会計予算 

  平成２２年度特別会計予算は、総額8,106,923千円でスタートしました。今期においては、

９月において総額で11,809千円の追加補正を行ったことから、前期末での予算総額は

8,118,732千円となりました。 

 

（第１８表）特別会計予算の状況 


